
Eurasian Business Review 

  

https://doi.org/10.1007/s40821-024-00282-7 
 

 

 

デジタルトランスフォーメーション時代の 

職務満足度評価： 

業務デジタル化の第一波に関する日仏比較研究 

Sébastien Lechevalier1,2,3  · Malo Mofakhami4,5 

 

 

受領：2024年1月14日／修正：2024年6月25日／受理：2024年11月10日 

© The Author(s) 2024 

 

 

要旨 

本稿は、デジタル化の第一波（2000年代）が職務満足度に及ぼした種々の効果について、日本と

フランスの比較を通じて分析するものである。本稿では、簡易的な媒介モデルを提案し、業務構

成特性を織り込むとともに、争点となる各種関係を統合的に扱っている。本研究の結果によると、

デジタル利用が業務構成活動に与える影響は、日仏間で大きな差が見られない。また、本研究結

果では、デジタル利用から職務満足度への直接効果は見られない。しかし、デジタル利用と一部

の業務構成活動（主に、自律性・自由度、学習）の間には相関関係があり、正の媒介効果を示す。

最後に、満足度に関するデジタル格差の大きな要因には、日仏両国とも一部の労働者が感じてい

るデジタルスキル不足が関連している。 
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1. 序論 

 

デジタル化は、企業の競争環境を一変させ、パフォーマンスを高める力がある一方、数々の仕事

を創出したり消滅させたりする力もあるため、多くの関心を集めてきた（Acemoglu & Restrepo, 

2019; Elliott, 2017; Frey & Osborne, 2017; Mcafee & Brynjolfsson, 2017; OECD, 2019; Soete, 2001）。こ

うした背景を考えると、デジタル利用の増加が仕事や雇用に及ぼす影響について、より質的な側

面に注目した研究は少ない（Bolli & Pusterla, 2022; Euro- found, 2020a; Martin & Hauret, 2020; 

Mofakhami, 2021）。さらに、デジタル格差のリスクが強調されてきたにもかかわらず、各国内お

よび国家間でデジタル利用の各種影響を分析した研究は比較的限られているのが現状である

（Martin & Hauret, 2020）。 

 

本稿の主な目的は、このギャップを埋め、職務の質にまつわる諸側面に対してデジタル利用が及

ぼす質的な影響を調べることにある。この諸側面は、業務構成活動と主観的な職務満足度の2つ

の要素に大きく分けることができる（Brown et al., 2012; Clark, 2015; Martin & Hauret, 2020）。本研

究に際して大きな問題となるのは、統一されたモデルの不在である。新しい技術の導入が業務構

成と職務満足度に及ぼす効果は複数の文献が扱っているが、いずれもはっきりとした包括的な理

論フレームワークを提供しておらず、そこから明確な仮説を導くことはできない（Vivarelli, 

2014）。難しいのは、直接効果と間接効果（媒介因子）でつながっている分析レベルの違う同時

並行的な関係を研究することである。本研究では、目的とする複数の関係を統合的に扱う簡易的

な媒介モデルを取り入れ、デジタル利用と職務の質との関係性を検定できるようにしている。 

 

こうした背景から、本研究の実証戦略には2つの特色がある。1つは、密接に結び付いた2つの関

係性をつなぎ合わせて調査する点である。まずは、デジタル化が業務構成に及ぼす影響について

検討する。先行文献においては、双方の相関関係は確かめられているが、因果関係が明らかでな

く、2つの方向性があり得る（Askenazy & Caroli, 2010; Martin & Omrani, 2015）。本研究では、技

術利用と業務構成は相互に決まり、体制的背景による調整を受けるとする業務に注目した考え方

を採用する（Fonseca et al., 2018; Mofakhami, 2021; Piva & Vivarelli, 2018a; Piva et al., 2005）。より

厳密には、業務構成の4大カテゴリー（自律性・自由度、学習活動、訓練、協力）を考慮して

Lorenz（Lorenz, 2015）のフレームワークを拡張し、企業レベルの業務構成の特性を明らかにする。

続いて、デジタル化が職務満足度に対して果たす役割と影響の及ぼし方について扱う。ここで期

待される成果は、職務満足度を決定する他の業務関連要素および被雇用者の固有因子（業務環境

および被雇用者特性）を統制した上で、デジタル利用から職務満足度への効果が業務構成特性に

よっていかに媒介されているかを見ることである。 

 

本研究の実証戦略の独自性は、業務構成および職務満足度に対するデジタル化の諸影響を見ると

きに、フランスと日本の比較を用いる点である。一般モデルが不在の中、国をまたいだ比較を行

うことは、一般的なパターンやメカニズムを特定する上で明らかに都合が良い。先行研究では、

新技術の導入における制度的背景の重要性だけでなく、雇用への効果も強調されている（Calvino 

& Virgillito, 2017; Kolade & Owoseni, 2022）。この点から見ると、日仏両国には比較的似通った面

（例：二重労働市場、デジタル利用の普及、極端な職務満足度を示さない）と、異なった面

（例：企業文化、業務構成）がある。デジタル利用から職務満足度への効果を理解する鍵は業務

構成活動にあるとする以上、日仏のHRMおよび業務構成における違いは、デジタルと労働の関
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係理解を深めることにつながり得る。こうしたことから、デジタル化の影響は日仏で異なるだろ

うと推測できる。 

 

日仏の比較には、PIAAC調査2013を活用する（データの収集は2011年と2012年）1。この調査は

10年前のもので、直近の展開は研究できないが、業務デジタル化の第一波を検討するには適して

いる。そのため、デジタル利用の基本的な構成要素（Eメール、インターネット、Word、表計算

ソフト）については、当時（2010年代初頭）における、比較的普及はしていたが業種や企業によ

ってばらつきのあった過去の視点に立つ。そうすることで、業務構成活動と職務満足度に対する

各影響を労働者の主観的な評価に沿って捕捉することができる2。 

 

本稿における今後の流れは以下のとおりである。次の章では、先行文献から得られる定型化した

事実と研究結果をまとめる。その際、デジタル利用から職務の質への効果を総括する一般モデル

の不在についても特に取り上げる。第3章では、本研究のデータセットと実証手法を紹介する。

第4章では本研究の結果を、最後の章では結論を述べる。 

 

 

2. デジタル化：文献調査と定型化した事実 

 

2.1 デジタル化と職務の質 

 

業務におけるデジタル技術の普及を受け、デジタル化と雇用の関係性は大きなテーマとなってい

る。デジタル技術は、最新の技術サイクル（デジタル革命）を牽引し、いわゆる「情報通信技術

（ICT）」によって生産システム全体を変容させている（Mcafee & Brynjolfsson, 2017）。しかし、

デジタル利用と雇用の交互作用を定義するのは簡単ではない。数々の文献にあるように、デジタ

ル技術にはケースによってプロダクトイノベーションとプロセスイノベーションの2つの捉え方

がある（Calvino & Virgillito, 2017; Duhautois et al., 2020; Vivarelli, 2014）。プロダクトイノベーシ

ョンは企業レベルの雇用創出という点で労働者に好都合だが、職務状態および職務満足度という

面で中心となるのはプロセスを対象とした技術の方である（Piva & Vivarelli, 2018b）。 

 

ここで興味深い知見を与えてくれるのが「業務モデル」である。このモデルでは、技術が業務を

変え得る種々のケースを分解して考える（Acemoglu & Restrepo, 2019; Piva & Vivarelli, 2018a）。

技術によって置き換わる業務もあれば、作り出される業務もある。このように、変化するのは業

務の中身なのである。経済活動におけるデジタルの普及により雇用が破壊されたとしても、別の

雇用が創出され、新たな業務がもたらされる。新技術（特にデジタル技術）から職務状態および

職務満足度への効果は、置き換わった業務に対する新設業務の種類によって決まる3。当然なが

ら、デジタルの導入が労働者の間で均質な現象ではないという仮説が成り立つ。そして、その効

果は職種だけでなく制度的背景にも依存する。 

                                                      
1 簡略化のため、以降は「PIAAC 2013」とする。 
2 ある特定の技術が職務満足度に与える効果は時とともに変化していく。この点は、実際強調しておくべきだろ

う。例えば、新しい技術にまつわる最初の負担や高揚感は、しばらく経っていくらか慣れてしまえば消え去る

ことがある（Salanova et al., 2014）。 
3 さらに言えば、その受け止められ方は「客観的な」変容と同等以上に重要であり、ここに主観的なデータを活

用する意味がある（Vannutelli et al., 2022）。 
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技術がどのように導入され、どう影響するかを理解することは、必然的に企業の本質を理解する

ことである。生産とは、人間と技術（労働力と資本）が実行する業務の集合であるが、それは1

つの組織内で行われることであり、その組織には属性というものがある。多くの文献では、技術

と雇用の関係を理解するために、制度面に関する視点と変化に関する視点を取り入れている

（Dosi & Nelson, 2010; Nelson & Winter, 1982）。企業には、その過去や制度的環境（基準、規則、

通信網など）により、それぞれの背景がある。そして、企業は、実務活動の集合によって定義で

きる定型業務と集団としての知的能力をもっている。この視点に立って見ると、企業は多かれ少

なかれ固定された定型業務、知識、ノウハウをベースとした組織であり、技術の普及・導入はこ

の定型業務を揺るがすものである。つまり、労働と技術の間で実現可能な業務の組み合わせは、

企業の背景によって決まるのである。そこで、デジタルの導入と職務満足度の関係性は、国、地

域、業種、企業を通じて均質なものではないと考えることができる。 

 

一部の先行実証研究は、デジタル利用から職務状態および職務満足度への効果に注目しているも

のの、以下に説明するとおりその結果には統一性がない。 

 

デジタル利用から職務の質および職務状態への効果を特に扱った複数の実証研究からは、2つの

相反する関係性が示されている。一方の研究群は、「友好関係」と言われるような見方を支持し

ている（Bolli & Pus- terla, 2022; Castellacci & Viñas-Bardolet, 2019; Martin & Omrani, 2015）。デジタ

ル技術が置き換わるのは、主に定型業務や反復業務であり、それによって多種多様な新しい活動

が促進される（Marcolin et al., 2019）。さらに、情報へのアクセスと適応力が高まることで、自律

性が増し、時間の節約になり、コミュニケーション、ひいては協力が円滑化する（Castellacci & 

Viñas-Bardolet, 2019）。 

 

他方の見方によると、デジタルツールの関与で職務状態の問題が生じる可能性がある（Askenazy 

& Caroli, 2010; Berg-Beckhoff et al., 2017; Green, 2006; Green et al., 2021; Salanova et al., 2014）。デジ

タル技術は、新規性と業務の再構成をもたらすため、場合によっては不安や疑念、疲労を増大さ

せる。新技術の導入により、新たなスキルや能力が要求され、雇用不安が増す（Salanova et al., 

2014）。また、業務、プライベート、休憩時間の境があいまいになり、職場外にも仕事のストレ

スが持ち出されるため、労働時間の質が低下する可能性がある。さらに、デジタル技術がより空

間的に自由度の高い働き方を促すことで外的柔軟化に結び付き（Valenduc & Vendramin, 2017）、

職務満足度を低下させることも考えられる。この2つ目の負効果の群は「技術との緊張」関係と

評すことができる（Salanova et al., 2014）。 

 

このように、実証的にも理論的にもデジタル技術と職務満足度の関係性は不明瞭である

（Charalampous et al., 2019; Dengler et al., 2022; Euro- found, 2020b）。デジタル利用の効果ははっき

りとせず、影響を受ける職務状態の諸側面は一括りにできない。ある面では改善と思われるが

（自律性の向上、物理的な反復業務の削減）、ある面では悪化である（ストレス、ワークライフ

バランス境界の不明瞭化、業務密度の増大）。したがって、デジタル利用が職務満足度に及ぼす

影響をより正確に分析するためには、デジタル利用のさまざまな尺度について丁寧に検討しなが

ら、職務の質と制度的背景に関する多様な側面を考慮に入れる必要がある。この点で、本研究は

Martin and Hauret（2020）に同意する。 
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加えて、技術との緊張関係または友好関係に注目した各種文献のいずれにも共通する側面として、

業務構成活動の変化が果たす役割が挙げられる。新しい技術は、それ自体が職務状態に影響する

のではなく、業務や雇用の再構成を通じて影響を及ぼすのである（Bolli & Pusterla, 2022; Cas- 

tellacci & Viñas-Bardolet, 2019; Marcolin et al., 2019; Piva et al., 2005; Sarti et al., 2020）。言い換える

と、デジタル化の恩恵を生かすには、業務構成の変更が欠かせない（Mustafa et al., 2022）。こう

して見ると、デジタル技術には、直接効果だけでなく業務構成活動の変化を通じた間接効果があ

ると考えられる。技術それ自体は、生産性や幸福度を高めるものではない。そうした現象は、技

術に誘発された変化によって引き起こされるのであり、その変化が重要なのである。 

 

デジタル技術の最後の特徴は、その変化的な効果である（Mofakhami, 2021）。デジタル技術は新

しく画期的なものだと考えられているが、導入されて企業の業務構成に組み込まれた後は時間と

ともに新しさがなくなっていく。また、デジタル技術の導入には区別すべき2つの効果がある。

新規性（業務構成活動の変化）により動揺を引き起こす効果と技術それ自体の効果である。前者

の効果は労働者が技術に順応した途端に失われる傾向があるが、後者の効果は持続する。この動

きこそ、技術が業務・労働に及ぼす影響の大きな特徴である。そして、技術それ自体の効果を新

規性による動揺効果と区別するのは難しいことが多い。例えば、新しいデジタル技術がもたらす

新規性や能力不足にまつわる不安はやがて消え去ることがある。 

 

 

2.2 統合的な理論モデル 

 

このように、文献からは、明確な仮説を導くためのはっきりとした包括的な理論フレームワーク

は得られない。問題は、デジタル技術の利用、業務構成活動と職務状態、そして満足度の間にあ

る入れ子構造である。分析レベルの異なる同時並行的な関係が複数存在し、直接効果と間接効果

（媒介因子）でつながっている。中でも難しいのは、業務構成活動とデジタル利用の関係性であ

る。どちらが原因でどちらが結果なのかを特定するのが困難なのである。先進的な職場と高業績

ワークシステム（HPWS）があってこそ、または先進的な職場（OECD, 2010）があってこそ新技

術の導入が促されるとする研究もあれば、新技術の導入が仕事と業務構成を変化させる道筋なの

だと主張する研究もある（Marcolin et al., 2019）。それゆえ、本研究では両者が部分的には相互に

決まると仮定する。概念フレームワークにおけるこの大きな困難を除けば、残る研究対象の関係

はより明らかで頑健性が高い。例えば、制度的背景（マクロおよびメゾレベル）と企業・被雇用

者の社会経済的特性はデジタル技術の利用と職務満足度の決定要因であり、デジタル利用と業務

構成は職務満足度の決定要因である。 
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図1 デジタル利用と満足度に関する概念フレームワーク（変化する業務ベースのアプローチ）出典：著者 

 

 

本研究では、文献レビューを基に、「変化する業務ベースのアプローチ」から導いた統合的な運

用モデルを採用する（Eurofound, 2017a; Lorenz & Valeyre, 2005; Mofakhami, 2021）。図1に示すの

は、個人レベルのデジタル利用から職務満足度への効果を分析する際に用いるフレームワークで

ある。 

 

本研究の実証分析では、この枠組みに基づいて、デジタル利用の決定要因（関係1.1）、デジタ

ル利用から職務満足度への直接効果（関係2.1）、デジタル利用から業務構成活動を介した職務

満足度への媒介効果（関係2.2と関係3の組み合わせ）をフランスと日本で詳しく調べていく。次

節では、この概念フレームワークを日仏比較の観点から考察する。表1には、文献レビューに示

された実証論文のうち、本研究の概念フレームワークの範囲内で、デジタル化と職務の質の関係

性をはっきりと扱ったものをまとめている（システマティックレビュー論文は除く）。この表か

ら、論点の全体像を構成する各要素に対するおおまかな寄与分担がわかる。また、仕事上のデジ

タル利用から業務構成を介した職務の質への効果（関係2.2と関係3の組み合わせ）を分析した論

文が少ないことがわかる。 

 

 

2.3 デジタル化、職務満足度、業務構成、労働市場制度：フランスと日本の比較 

 

日仏でデジタル利用が職務の質に及ぼす影響について仮説を立てるべく、日仏の仕事と労働に関

する文献を簡単に検討する。型にはまったイメージを避けるため、この30年間で労働市場と業務

構成様式が両国で大きく変容したという事実を考慮する。 

 

労働市場に関しては、二重構造と「硬直した」制度が両国の特徴だと考えられてきた

（Lechevalier, 2014; Thomas Le Barbanchon, 2013; Watanabe, 2018）。しかし、2つの層の分断線と構

図は異なっている。どちらかと言うと日本は女性労働者と男性労働者または製造業とサービス業

の二重構造だが（Kambayashi & Kato, 2012, 2017）、フランスは職種レベルの二重構造である

（Askenazy, 2018; Green et al., 2013）。 
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表1 概念フレームワークに対する実証文献レビューの寄与分担一覧。出典：本研究の概念フレームワークに言及

した実証論文を著者が選定し、表内で報告（システマティックレビュー論文および引用元の概念論文は除く） 

論文 関係  仮説 分析レベル 変数の代理指標 主な結果 

Acemoglu & 

Restrepo, 

2019 

関係2.2 デジタル技術がス

キル、業務、業務

構成活動に影響を

及ぼす。 

業務を分解する

ことにより、新技

術がどのように

労働力の変動

に影響するかを

理解できる。 

業種レベル 賃金、生産性、

労働分配率 

近年の労働力需要

の低迷は、自動化

の加速（特に製造

業）と新業務創出の

鈍化によって説明

できる。 

Askenazy & 

Caroli, 2010 
関係2.2 デジタル技術が 

スキル、業務、業

務構成活動に影

響を及ぼす。 

ICT技術の導入

は、新たな業務

構成によっても

たらされ、精神

的負担の増大

につながる。 

個人レベル 業務構成活動 

（ICTを含む）の

集合－精神的負

担（主観的な仕

事上の困難）変

数の集合 

新しい実務活動の

下で働く個人の精

神的負担は大きく

なるが、ICTのおか

げで職場での協力

が高まり、職業上の

リスクや怪我が減少

する。 

Bolli & 

Pusterla, 2022  
関係2.1×

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

デジタル技術の

導入は、複数の

経路を通じて、

異質的な形で

職務満足度に

プラスの影響を

及ぼす。 

個人レベル 自己申告による

デジタル利用か

ら職務満足度へ

の影響 

デジタル利用によ

り、主に生産性と仕

事の魅力が向上す

ることによって職務

満足度が上昇する 

Castellacci & 

Viñas-

Bardolet, 2019 

関係2.1×

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

デジタル利用

は、間接的に仕

事におけるウェ

ルビーイングに

影響を及ぼす。

つまり、一部の

主要業務特性

から職務満足度

への効果を媒

介する。 

個人レベル インターネットの

利用と自己申告

の職務満足度 

結果によると、イン

ターネット技術によ

り、 

データや情報への

アクセスがスムーズ

になり、新しい活

動・機会が創出さ

れ、コミュニケーショ

ンと社会的作用が

促進されることで、

職務満足度が上昇

する。 

Dengler et al., 

2022 
関係2.1 デジタル技術が職

務状態と職務満足

度に直接影響を及

ぼす。 

職場でのコンピ

ューター利用

は、主観的な健

康感および業

務関連の不調

に関連してい

る。 

個人レベル コンピューターの

利用－主観的な

健康感および業

務関連の不調 

コンピューターを頻

繁に利用する従業

員は、主観的な健

康感の向上と腰痛

および肉体疲労罹

患率の有意な低下

を報告している。デ

ジタル変革が身体

面の健康を促進す

るように見える一

方、精神面の健康

については悪化す

る可能性が示唆さ

れている。 
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表1（続き） 

論文 関係  仮説 分析レベル 変数の代理指標 主な結果 

Duhautois et 

al., 2020 
関係2.1 デジタル技術が職

務状態と職務満足

度に直接影響を及

ぼす。 

企業レベルの

技術革新は、職

務の質を高める

可能性があるが

（レントシェアリ

ングメカニズ

ム）、労働力の

節減にもつなが

り得る。 

企業レベル 申告された（プロ

ダクトおよびプロ

セス）イノベーショ

ン（技術革新の代

理指標）－賃金、

労働時間、雇用

の変化 

プロダクトイノベー

ションは労働者に

好都合で、企業レ

ベルで職務の質を

高める。 

Eurofound, 

2020a, 2020b 
関係2.1× 

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

ICTを利用する

モバイルワーカ

ーの存在は、新

しい職務自由度

の形として、労

働者の健康とウ

ェルビーイング

に影響を及ぼ

す可能性があ

る。 

個人レベル ICTの利用による 

自由度の測定－

健康およびウェ

ルビーイング変

数の集合 

ICTの利用による自

由度は、自律性、ワ

ークライフバラン

ス、生産性を向上さ

せ、通勤時間を減

らすことが報告され

ている。しかし、長

い労働時間、仕事

と家庭生活の重

複、業務密度の増

加というデメリットも

考えられる。また、

労働者の精神的・

身体的ウェルビー

イングのリスクともな

る。 

Green et al., 

2021 
関係2.1× 

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

ICTは、不均衡

の減少、マルチ

タスクの実現、

ワークフローの

合理化によって

勤務時の業務

構成を効率化

するが、求めら

れる業務密度の

増大や効率賃

金の低下を招く

可能性もある。 

個人レベル 業務密度の増大

－努力偏向型技

術進歩（ICTの利

用を含む）の変

数群 

業務密度の増大

は、ICTの利用とい

った努力偏向型の

技術進歩と結び付

いている。 

Marcolin et 

al., 2019 
関係3 スキル、業務、業

務構成活動が 

職務状態と職務満

足度に影響を及ぼ

す。 

業務構成面の

変化と技術面の

変化は、定型業

務密度に影響を

及ぼす。 

業種-職種レ

ベル 

各職種の定型業

務量の測定（業

務の流れと自由

度の情報に基づ

く） 

業務密度の測定に

おいては、技術面

および業務構成面

双方の考慮が重要

であることを示唆し

ている。 

Martin & 

Omrani, 2015 
関係2.1 デジタル技術が職

務状態と職務満足

度に直接影響を及

ぼす。 

デジタル利用と

新たな業務構

成は、企業の業

績と従業員の積

極的な姿勢を

支える。 

個人レベル コンピューターの

利用とインターネ

ットの利用－自

己申告による職

務満足度、周囲

からの支援、積

極的な努力 

インターネットの利

用は、従業員の職

務満足度および積

極的な努力と正の

関連がある。コンピ

ューターの利用と

従業員の行動には

関連が見られな

い。 
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表1（続き） 

論文 関係  仮説 分析レベル 変数の代理指標 主な結果 

Mofakhami, 

2021 
関係2.1× 

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

技術の導入とデ

ジタル利用は、

業務構成形態

に応じて職務の

質に異なる影響

を及ぼす。 

個人レベル 職場での技術導

入度－仕事にお

けるICT利用－

職務の質変数の

集合（職務満足

度を含む） 

新技術の導入は、

総じて職務の質の

向上にある程度結

び付くが、同時に

物理的制約や業務

密度を高めることに

もつながる。 

Piva & 

Vivarelli, 

2018a 

関係2.2 デジタル技術がス

キル、業務、業務

構成活動に影響を

及ぼす。 

イノベーション

形態の違い（新

技術の創出と新

技術の普及）

は、労働力の変

動に異なる効果

を与える。 

業種レベル 研究開発費（新

技術創出の代理

指標）－資本形

成（新技術普及

の代理指標） 

新技術の創出はど

ちらかというと労働

者に好都合で、新

技術の普及は労働

節約的である。 

Piva et al., 

2005 
関係3 スキル、業務、業

務構成活動が職

務状態と職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

業務構成面の

変化は、技術面

の変化よりも労

働力構成（スキ

ルレベル別）に

大きな影響を及

ぼす可能性が

ある。 

企業レベル 研究開発投資

（技術面の変化）

－実施された大

幅な業務構成の

変更（業務構成

面の変化） 

業務再構成戦略

は、技術進歩よりも

大きな影響を労働

力のスキル構成に

及ぼす。 

Sarti et al., 

2020 
関係2.1× 

関係2.2 

デジタル技術が業

務構成活動との関

係を通じて職務状

態および職務満足

度に影響を及ぼ

す。 

ICTの利用は、

業務の変更と職

務満足度との間

の関係を媒介

する。 

個人レベル コンピューターの

利用と自己申告

の職務満足度 

業務構成の変更

は、コンピューター

の利用と相互に作

用している（どちら

の方向にも）。 

 

 

しかし、この二重構造は徐々に変化した。フランスでは、1990年代末までにスキル偏向的な技術

進歩に後押しされたホワイトカラーとブルーカラーの二極化が起こった（Greenan, 2003）。対照

的に日本は、1990年代半ばまでブルーカラーの「ホワイトカラー化」が特徴的で（Koike & Saso, 

1994）、労働者間の二極化の程度は低かった（Lechevalier, 2014）。2000年代、フランスでは主に

低スキル労働者とサービス業に集中する形で労働市場の柔軟化が起きた（Askenazy, 2018）。日

本でもある程度は同様の傾向が見られるが、より限定的であり、主に関与しているのは非正規労

働者の割合増加である（主に女性。一部は独立労働者と置き換わっている）（Kambayashi & Kato, 

2012; Yun, 2011）。 

 

各国内、業種間、業種内でも違いがあることは確かだが、人的資源管理（HRM）の実務面（ひ

いては業務構成）においては、日仏の対比がさらに際立っている（Dosi & Nelson, 2010）。かい

つまんで述べると、日本のHRM実務は、効率的なチームワーク、重視される協力、高い自律性、

高い訓練水準のリーンマネジメントを特徴としてきた（Ikenaga & Kambayashi, 2016; Kambayashi 

& Kato, 2012; Morris et al., 2021; Takeuchi et al., 2007）。対照的にフランスでは、2000年代、保護的

な労働市場制度（マクロレベル）があったとしても、似たような先進欧州諸国に比べてHRMの

質が低かったことが複数の文献で示されている。訓練水準は低く、マネジメントは対立的で、裁
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量型の階層体制と言えるものであった（Davoine et al., 2008; Eurofound, 2017a, 2020b; OECD, 2010）。 

 

加えて、日本では中心的だった業務と職務内容のローテーションがフランスには存在しなかった

（高スキル労働者と公務員を除く）。日本でも訓練にかける投資が急激に減っているとはいえ

（Yokoyama et al., 2019）、依然としてフランスよりもずっと高い水準にあり、二極化の程度も低

い（第3章を参照）。 

 

最後に、職務満足度の点から見ると日仏は極端なケースではないが、フランスの労働者の方が高

い職務満足度を示すという最近のデータがある4。職務満足度の平均水準の違いだけでなく、よ

り重要な点として、決定要因の違いが文献では強調されている。フランスでは、職務状態の質が

二極化している関係で、職務の質と職務満足度が職種と強く結び付いている（Askenazy, 2018; 

Askenazy & Caroli, 2010; Green et al., 2013）。反対に日本では、職務状態と業務構成は企業の内部

で比較的均質であると思われる（Magnier-Watanabe et al., 2019; Takeuchi et al., 2007）。また、日本

では協力と集団的達成感が職務満足度を高める比較的大きな要因と思われ、フランスでは標準化

された業務が職務満足度を低下させる（Magnier-Watanabe et al., 2019; Sasaki et al., 2019; Takeuchi et 

al., 2007）。ただし、どちらの国でも、自律性と時間自由度は職務満足度上昇の鍵と考えられて

おり、一方、長時間労働は職務満足度を低下させることが研究でわかっている（Eurofound, 

2017b; Fujimoto et al., 2016; Kuroda & Yamamoto, 2016; Lott, 2015）。 

 

労働市場の変遷、人的資源管理、職務満足度の決定要因の点から見たこの日仏比較と、先の概念

フレームワークを基に、今回の実証研究で検定可能な次の仮説を導くことができる5。 

 

1. デジタル利用は、仕事での自律性、協力、学習を後押しし、それによって日仏両国の職務満足度

を高めると考えられる。 

2. フランスの方が日本よりも業務構成活動の均質性は低いが、デジタル集約度は高い。したがって、

フランスの方が日本よりもデジタルの効果が大きく、そして二極化していると予想される。 

3. 最後に、両国とも二重労働市場を特徴とするが、その分断線は異なる。そのため、業種および職

種（それ自体が各国で異なる）ごとに異質な効果が見出されるはずである。 

 

仮説が立証されるかどうかの実証結果に移る前に、実証に使用したデータおよび戦略を次章で説

明する。 

 

 

                                                      
4 2005年の国際社会調査プログラムを基にした一部の先行研究では、日本とフランスの労働者の間で非常に似通

った職務満足度の結果が出ている。しかし、もっと最近のOECD PIAACデータによると、フランスの労働者の

方が日本の労働者よりも職務満足度が高かったことが示されている（第3章を参照）。 
5 次の仮説は、文献では重視されているが、本研究のデータでは検定できないため考慮しない：デジタル利用は

労働負荷と労働時間を増大させ、それによってこの経路の職務満足度を両国で低下させる可能性がある。 
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3. データと実証戦略 

 

3.1 データ 

 

本稿では、OECDが提供する質の高い国際横断的データベースであるPIAAC（国際成人力調査）

の2013年版から、日本とフランスの2011年と2012年のデータを利用する6。この調査は個人レベ

ルのスキルと能力を比較の観点から扱っており、スキル、業務、生涯教育訓練（公式・非公式）

についての情報を得る重要な情報源である7。調査を実施したのはOECDで、OECDの全加盟国と

その他数カ国の約40カ国が調査対象となっている。この調査には、各国の16歳から65歳までの代

表的な成人約5,000人に関するデータが含まれている。被雇用者は識別され、デジタル利用（い

くつかのコンピューター利用法の導入と使用頻度）や職務満足度に関する質問だけでなく、主要

な社会人口統計学的特性についても質問がなされている。 

 

本分析にあたっては、日本とフランスの被雇用者に焦点を当て、全体で6,977名の被雇用者サン

プルを取得する（仏：3,620名、日：3,357名）8。デジタル利用の測定においては、Eメール、イ

ンターネット、表計算ソフト、Word（または類似のソフト）の導入と使用頻度に関する複数の

質問から指標を作成した。したがって、本稿で検討するデジタル利用は基本業務に当たるが、

2010年代初頭において、これらの業務は国や業種、企業、職種によってはまだ完全に普及してい

なかった。 

 

調査では、職務満足度を5項目（非常に満足から非常に不満まで）の順序変数として尋ねている。

本研究では、この変数を指標に変換した上で結果変数として用いる（付録の表8を参照）。 

 

業務構成活動の特性を捉える方法としては、個人レベルでの業務構成に関する複数の質問を組み

合わせ、いくつかの指標を導き出す。指標の作成においては、職務の質を分析する際に使われる

手法を採用し（Bustillo et al., 2011; Eurofound, 2017b; Green et al., 2021; Mofakhami, 2021）、特に仕

事の同じ側面を反映した関連する変数群を組み合わせる形をとっている。本研究の概念フレーム

ワークと業務構成活動に関する文献、とりわけLorenzのさまざまな寄稿論文（例：Lorenz, 2015）

に合わせて、業務構成活動の特性をつかむ次の3つの指標を作成する。 

 

1. 仕事における学習の度合い（被雇用者が業務から得ている学びの多さを示す変数によって捕捉す

る。定型度の低い業務の代理指標と見なす。） 

2. 自律性・自由度（被雇用者が業務活動の設計に関与すること、自身の責任で業務を計画し実行す

ること） 

3. 仕事における協力の度合い（同僚との情報共有の多さ、同僚からの学びの多さ、同僚と協力して

いる時間の3変数から捕捉する。） 

 

さらに4つ目として、直近12か月間における公式・非公式訓練の受講の有無を示すダミー変数を

追加する。 

                                                      
6 PIAACの詳細を知るには、以下の専用ウェブサイトが大変有用である。https://www.oecd. org/skills/piaac/ 
7 業務の測定に関する論点とその分析への影響については、Rohrbach-Schmidt & Tiemann（2013）を参照のこと。 
8  被雇用者のみに焦点を当てるため、自営業者はすべて除外している。 

https://www.oecd.org/skills/piaac/
https://www.oecd.org/skills/piaac/
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元の変数と作成手法の詳細については、付録の表8を参照されたい。すべての順序変数は、0（最

も低い部類）から1（最も高い部類）までの指標に変換する。順序変数の代わりに指標を使用す

るのは、職務の質に関する文献に触発された影響である（Eurofound）。指標を使用すると、ダ

ミー変数を使用する場合とは対照的に、最大限の分散を維持することができ、変数の分散を標準

化することもできる。得られた指標は、類似テーマごとにまとめる（平均値をとる）。その際、

同じ側面について収集して反映させるため、事前に相関を検証する（クロンバッハのアルファを

使用）。指標を組み合わせることで、1つだけの変数を使うよりも頑健に、相似の社会的事象を

捉えることができる。 

 

さらに、PIAACのデータセットは、分析に用いる社会経済的な変数も数多く提供してくれる。本

研究では、当初の変数より次の社会経済的変数を選択している：勤務先の規模、時間当たり賃金

（購買力平価換算）、職種（スキルレベル、ISCO分類による）、勤務先の業種（産業、公共／

民間部門）、契約の種類、教育レベル（ISCED分類による）、年齢、性別、世帯構成（夫婦、子

供、世帯人数）、健康水準、文化活動の代理指標（家にある本の冊数）。 

 

また、この調査からは、仕事でデジタルを利用する労働者に関して、自身のスキルレベルが十分

だと思うかどうかという主観的な変数も得られる。ここでは、この主観的な変数をデジタル利用

にまつわるスキル不足の代理指標と見なし9、最後の労働者サブカテゴリーごとの回帰分析のと

ころで使用する。 

 

記述統計では、2011年～2012年の日仏におけるデジタル利用の最初の導入イメージが示されてい

る（表2を参照）。ここでは2つの大きな違いに気づく。まず、平均的な導入水準（使用頻度とは

別）では、日本がフランスを上回っている。コンピューターまたはICTツールを仕事で使用した

ことがあると述べた労働者は、日本の73.5%に対し、フランスでは67.1%である。しかし使用頻度

に関しては、日仏でデジタル利用の指標に差はない（0.43）。コンピューターの経験があると申

告している労働者に限ると、フランスの方が使用頻度は高くなる（日本との差：+6.7%）。この

統計からは、若干異なる両国のパターンが見えてくる。日本では、2010年代初頭にフランスに比

べICTツールが仕事で普及していたが、デジタル利用に携わる労働者のICT利用量はフランスの

方が高かった。 

 

職務満足度（表2を参照）に関しても、日仏の労働者でいくらかの違いが見られる。フランスの

労働者は、平均的に日本の労働者よりも仕事に満足していて、満足度は8.4%高い。これは、他の

OECD諸国に比べて低い水準にある日本の職務満足度を示した先行研究を裏付けている（第2章

を参照）。 

 

業務構成活動も両国で異なる（表3を参照）。日本の方がフランスよりも労働者の自律性と自由

度が高く（+34%）、訓練を受講している者が多い（+8.7%）。反対に、仕事での学びはフランス

の労働者の方が多い（定型度の低い業務、+8.8%）協力の度合いは、両国で近い結果になってい

る。 

                                                      
9 スキルミスマッチの主観的尺度と見なすこともできる。この論点に関する文献調査については、McGuinness et 

al.（2018）を参照のこと。 
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とはいえ、こうした違いはすべて、労使関係などの制度的な違いによる場合があるものの、産業

構造や労働力構成の違いからも説明できる。表4は、この点における両国の大きな違いを裏付け

ている。職種に関しては、日本の方が高スキル労働者が少ない。労働者の教育レベルにも違いが

ある。日本の方が二極化の程度が低く、後期中等教育と学士レベルの高等教育が大半であるのに

対し、フランスでは前期中等教育と修士レベルの高等教育の割合が高い。また、こうした違いは

両国における経済部門構造のパターンを反映したものでもある。日本の経済はどちらかというと

製造業が中心だが、フランスの経済は主にサービス業が牽引している。したがって、さらに踏み

込んだ検討を行うには、多変量分析を取り入れ、統制した特性で労働者同士を比較する必要があ

る。 

 

 

表2 日仏のデジタル利用と職務満足度。出典：2011年のPIAACデータ。フランスの被雇用者（4,095名）と日本の

被雇用者（3,717名）。サンプルの重みで補正した統計。 

0から1までの間で標準化（平均、信頼区間） デジタル利用の指標 満足度の指標 

フランス 0.43 0.80 

95% CI [0.42; 0.44] [0.79; 0.8] 

日本 0.43 0.71 

95% CI [0.42; 0.45] [0.71; 0.72] 

全体 0.44 0.76 

 

 

表3 日仏の業務構成活動。出典：2011年のPIAACデータ。フランスの被雇用者（4,095名）と日本の被雇用者

（3,717名）。サンプルの重みで補正した統計。 

0から1までの間で標準化

（平均、信頼区間） 

自律性・自由度指標

（スコア） 

学習指標（スコア） 協力指標（スコア） 公式／非公式訓練へ

の参加（ダミー） 

フランス（平均） 0.46 0.62 0.71 0.46 

95% CI [0.45; 0.47] [0.61; 0.63] [0.70; 0.72] [0.44; 0.48] 

日本（平均） 0.62 0.57 0.72 0.50 

95% CI [0.61; 0.63] [0.56; 0.58] [0.71; 0.73] [0.48; 0.52] 

全体（平均） 0.56 0.59 0.69 0.48 

 

 

3.2 理論から実証へ：統計学的手法 

 

分析の大枠としては、いわゆる媒介モデルを使用し（VanderWeele, 2016）、図1（概念フレーム

ワーク）に従う（第2章に示した図1（概念フレームワーク）に従う）。この実証的アプローチは、

デジタル利用から職務満足度への効果には直接効果だけでなく、間接効果も存在するという理論

フレームワークに基づいている。デジタル利用は特定の業務構成活動と結び付き、その上で職務

満足度に影響を及ぼす場合がある。そのため、本研究では媒介モデルを採用し、関係性のうち、

デジタル利用に直接起因する部分とデジタル利用と業務構成活動の交互作用に起因する部分とを

定量的に区別する（Minardi et al., 2023）。 

 

 

表4 日仏の被雇用者の社会経済的特性。出典：2011年のPIAACデータ。フランスの被雇用者（4,095名）と日本の
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被雇用者（3,717名）。サンプルの重みで補正した統計（平均、95%信頼区間） 

%単位 フランス 日本 全体 

高スキル労働者 0.443 0.359 0.383 

 [0.427; 0.460] [0.342; 0.376]  

中スキル労働者 0.272 0.342 0.322 

 [0.258; 0.288] [0.325; 0.359]  

低スキル労働者 0.284 0.299 0.295 

 [0.269; 0.300] [0.283; 0.316]  

前期中等教育以下 0.196 0.101 0.128 

 [0.183; 0.210] [0.090; 0.112]  

後期中等教育 0.459 0.433 0.441 

 [0.443; 0.476] [0.416; 0.451]  

専門職学位または学士レベルの高等教育 0.235 0.427 0.372 

 [0.222; 0.249] [0.410; 0.445]  

修士レベル以上の高等教育 0.110 0.039 0.059 

 [0.100; 0.120] [0.033; 0.046]  

女性 0.485 0.427 0.443 

 [0.468; 0.502] [0.409; 0.444]  

農業 0.012 0.010 0.011 

 [0.009; 0.017] [0.007; 0.014]  

工業 0.167 0.243 0.221 

 [0.155; 0.180] [0.228; 0.259]  

建設 0.075 0.059 0.064 

 [0.066; 0.085] [0.051; 0.068]  

サービス業 0.690 0.628 0.646 

 [0.674; 0.705] [0.611; 0.646]  

輸送 0.056 0.060 0.059 

 [0.049; 0.064] [0.052; 0.069]  

有期雇用契約 0.173 0.218 0.205 

 [0.161; 0.187] [0.204; 0.233]  

パートタイム 0.203 0.271 0.252 

 [0.190; 0.217] [0.256; 0.287]  

年齢（歳） 40.5 41.5 41.2 

 [40.1; 40.9] [41.1; 41.9]  

ボーナスを含む時間当たり純賃金 

（単位：ドル、購買力平価） 

15.66 15.70 15.69 

 [15.41; 15.92] [15.36; 16.05]  

労働時間（単位：時間） 36.0 40.4 39.1 

 [35.7; 36.3] [39.9; 40.8]  

 

 

媒介モデル分析では、予測変数、媒介変数、結果変数という3組の変数を使用する（Imai et al., 

2010; VanderWeele, 2016）。予測変数は結果変数に影響を及ぼすと考えられるもの、媒介変数は

予測変数が結果変数に影響を及ぼす際のメカニズムと考えられるもの、結果変数は予測や説明の

対象となる変数である。このアプローチは、関係性の事前体系を基にするため、概念フレームワ

ークに強く依存する。しかし、今回のケースでは横断的なデータを使用する関係上、因果媒介分

析については明らかにできない。 
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媒介モデル分析を実施するにあたっては、まず予測変数と結果変数との間に直接的な関係性が存

在するかを検定する。次に予測変数と媒介変数の間、そして媒介変数と結果変数の間に関係性が

存在するかを検定する。媒介モデル分析からは、予測変数が結果変数に影響を及ぼす詳しいメカ

ニズムを理解することができる。そして、その根底にある業務プロセスを把握し、社会的事象の

相互関係を知ることにつながる。 

 

図1で説明すると、媒介分析ではデジタル利用から職務満足度への直接効果（関係2.1）を明らか

にし、続いてデジタル利用と業務構成活動の関連（媒介変数：関係2.2）、業務構成活動から職

務満足度への効果（関係3.1）を見ていく。最後に、後者2つを組み合わせてデジタル利用から職

務満足度への間接効果（関係2.2 × 関係3.1）を明らかにする。また、デジタル利用の日仏比較分

析を深めるため、最初にデジタル利用の決定要因（関係1.1）について分析する。 

 

すべての結果は、被雇用者の特性の違いについて統制を行い、他のあらゆる条件が同じ分析にな

るようにする。先の社会経済学的変数に起因する可能性のある関係性については、その効果が無

効化される。これらの特性はすべて、デジタル利用、業務構成活動、職務満足度に影響を及ぼす

可能性がある。ここからは、すべての質問に回答した被雇用者に照準を絞る。そのため、最終的

なサンプルは6,386名（仏：3,281名、日：3,105名）に限られる。 

 

まず、デジタル利用の決定要因に関する第1の回帰セットを取得してから、職務満足度に関する

第2の媒介分析回帰セットを取得する。そして、第2の媒介分析セットにデジタル利用の交互作用

の項を加えて拡張し、異質性を明らかにする。さらに、デジタルツールのスキル不足（ダミー）、

教育レベル、性別、業種、職業とデジタル利用との交互作用を使って多変量分析を行う。すべて

の回帰セットは、全体サンプルと日仏のサブサンプルに対して実施し、パターンの違いを明らか

にする（図2を参照）。 

 

 

4. 結果 

 

4.1 日仏におけるデジタル利用の決定要因と傾向 

 

デジタル利用の決定要因と傾向については、日本の方がやや均質ではあるが、日仏間に大きな違

いはない。デジタル利用に関しては、特に勤務先の規模、スキル、教育レベルに注目した場合、

どちらの国にもある程度のデジタル格差が見て取れる。この点が一層重要なのは、デジタル利用

と賃金（時間当たり賃金指標）が強い相関関係にあるためである（日：0.558、仏：0.505）。 
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図2 日仏におけるデジタル利用の決定要因（関係1.1）。出典：2011年のPIAACデータ。フランスの被雇用者

（4,095名）と日本の被雇用者（3,717名）。デジタル利用の指標に対する回帰分析（OLS）。限界効果（および

95%信頼区間）を報告。***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05, + p < 0.1 

 

 

詳しく見ていくと、勤務先の規模が大きいほど、デジタル利用の重要性は高まる。特に日本でこ

の傾向が見られる。さらに、低スキル労働者ほどデジタル利用が有意に低下し、後期中等教育か

ら教育レベルが上がるほどデジタル利用が有意に上昇する。これは両国に当てはまるが、フラン

スの方がこの傾向が強い。また、業種間にも差があるが、そのパターンは日仏で異なる。日本で

はデジタル利用の重要性が農業で有意に低く、フランスでは製造業と建設業で有意に低い。他に

特筆すべきこととして、フランスでは女性や無期雇用契約でデジタル利用の確率が有意に上がり、

日本では年齢とともにデジタル利用が低下するが、フランスにはこれが見られない。 
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4.2 分析：デジタル利用から職務満足度への（直接的な）影響 

 

表5からは、他のすべての条件を同じにした場合、日本の労働者の方が仕事に満足していないこ

とがまず確認できる。これは、説明のできない有意な職務満足度の低さ（-0.060）に表れている。

さらに注目点として、業務構成変数（列2）を導入すると、日本の労働者の職務満足度がフラン

スの労働者に比べてさらに低くなっている。これは、日仏の業務構成活動の違いが職務満足度の

格差を小さくしていることを意味する。もし日仏の業務構成特性が同じであれば、両国の職務満

足度の格差はもっと大きくなるはずである。言い換えれば、フランスと日本には、職務満足度の

格差を小さくするような業務構成特性の違いが存在するのである。 

 

 

表5 日仏の職務満足度に対するデジタル利用および業務構成活動の直接関係（関係2.1および関係3.1）。出典：

2011年のPIAACデータ。職務満足度の指標に対する回帰分析（OLS）。限界効果を報告。 

 M1_full_a 

b/se 

M1_full_b 

b/se 

M1_fr_a 

b/se 

M1_fr_b 

b/se 

M1_jp_a 

b/se 

M1_jp_b 

b/se 

従属変数－満足度の指標       

日本（基準：フランス） – 0.060*** – 0.073***     

 (0.003) (0.003)     

デジタル利用の指標 0.012 – 0.007 0.031* – 0.001 0.009 – 0.003 

 (0.009) (0.005) (0.014) (0.012) (0.008) (0.004) 

訓練（基準：訓練なし）  0.000  – 0.008*  0.003 

  (0.006)  (0.004)  (0.008) 

自律性・自由度（指標）  0.083***  0.106***  0.075*** 

  (0.009)  (0.016)  (0.009) 

学習活動（指標）  0.050***  0.072***  0.040** 

  (0.009)  (0.011)  (0.014) 

仕事での協力（指標）  0.027***  – 0.005  0.038*** 

  (0.007)  (0.016)  (0.009) 

統制 

性別、企業規模、賃金、職業レベル、契約の種類、教育レベル、業種、年齢、家族構成、健康水準 

観測数 6386 6386 3281 3281 3105 3105 

カッコ内の標準誤差：+ p < 0.10, *p < 0.05, **p < 0.01, ***p < 0.001 

 

 

それでは、デジタル利用による職務満足度への直接的な影響の分析に移ろう（表5）。全体サン

プルに関しては、デジタル利用から職務満足度への有意な効果は見られず、複数の先行研究結果

を裏付ける形となった（例：Berg-Beckhoff et al., 2017）。この結果はどの特定化を検討しても同

じであるが、業務構成変数を導入すると符号が変わる（負に転じる）ことは注目に値する。日本

の労働者のサブサンプルについても、同様のことが起こっている。フランスの労働者の場合は、

デジタル利用から職務満足度への正の効果が見られるが、業務構成特性を導入するとこれがなく

なる。このことは、業務構成活動とデジタル利用の関係性を裏付けている（表6）。 
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4.3 分析：デジタル利用から業務構成への影響と職務満足度への間接的な影響 

 

次に、デジタル利用から業務構成変数を介した職務満足度への間接的な（媒介された）影響を分

析する。まずは、デジタル利用と業務構成変数の相関を分析することから始める。全体サンプル

を見ると、デジタル利用と訓練、自律性・自由度、学習活動の3つの変数との間には有意な正の

相関があるが、仕事での協力変数との間には相関がないことがわかる。 

 

 

表6 デジタル利用と業務構成活動の関係（関係2.2）。 

出典：2011年のPIAACデータ。各業務構成活動に対する回帰分析（OLS）。限界効果を報告。 

 M1_full 

b/se 

M1_fr 

b/se 

M1_jp 

b/se 

従属変数－訓練（基準：訓練なし）（ロジットモデル） 

日本（基準：フランス） 0.042*    

 (0.017)   

デジタル利用の指標 0.216*** 0.198*** 0.233*** 

 (0.034) (0.029) (0.039) 

従属変数－自律性・自由度（指標）（OLS） 

日本（基準：フランス） 0.160***   

 (0.014) 

デジタル利用の指標 0.218*** 0.236*** 0.208*** 

 (0.027) (0.031) (0.027) 

従属変数－学習活動（指標）（OLS） 

日本（基準：フランス） – 0.039**   

 (0.013)   

デジタル利用の指標 0.059*** 0.125*** 0.035 + 

 (0.016) (0.018) (0.019) 

従属変数－仕事での協力（指標）（OLS） 

日本（基準：フランス） 0.018   

 (0.032)   

デジタル利用の指標 – 0.010 0.081*** – 0.039 

 (0.032) (0.023) (0.036) 

統制 

性別、企業規模、賃金、職業レベル、契約の種類、教育レベル、業種、年齢、家族構成、健康水準 

観測数 6386 3281 3105 

カッコ内の標準誤差：+ p < 0.10, *p < 0.05, **p < 0.01, ***p < 0.001 

 

 

サブサンプルに目を移すと、訓練と自律性・自由度については日仏で似通った結果となっている

が、他の2つの業務構成変数の間では違いが見られる。学習活動については、フランス（0.125）

の方が日本（0.035）よりもはるかに有意なデジタル利用との正の相関がある。さらに、フラン

スの労働者の経験ではデジタル利用の増加により仕事での協力が増すが（0.081）、日本の労働

者はそうではない（有意な係数を示さない）。 

 

これらのデジタル利用と業務構成の相関結果を踏まえて、デジタル利用から業務構成を介した職

務満足度への間接効果を特定することはできるだろうか？全体サンプルの場合、確かに職務満足
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度と学習活動、自律性・自由度との間に有意な正の相関が見られる。これは日仏の労働者でも同

様だが、係数はフランスの方がずっと高い。訓練と協力については、日仏で大きな違いが見られ

る。訓練の場合、日本では職務満足度との間に相関はないが、フランスでは職務満足度の低下と

結び付いている。第1段階の結果を振り返るとさらに興味深いのだが（仏：デジタル利用と協力

との間に正の相関、日：正の相関なし）、日本では協力と職務満足度との間に正の相関があり、

フランスでは正の相関がない。 

 

まとめると（図3）、デジタル利用と職務満足度との間に直接的な関係はないが、業務構成を通

じた間接的な影響は存在し、自律性・自由度に関して日仏で似たような正の影響を示す。他の業

務構成特性（学習と訓練）に関しては、両国でパターンが異なる。デジタル利用を導入した労働

者の学習および訓練頻度が上がった場合、フランスでは訓練が職務満足度の低下と結び付き、反

対に学習活動は満足度の上昇と関連するが、日本にはこうした傾向はない。 

 

 

4.4 職務満足度の観点から見た日仏におけるデジタル格差 

 

デジタル化の過程におけるデジタル格差の存在は、インフラ、利用法、収入の面から注目を集め

ている。ここでは、職務満足度に関するデジタル格差の有無を調べる。方法としては、デジタル

利用スキル、性別、教育レベル、職業、業種、契約の種類といった個人の諸特性について、その

交互作用のパターンを日仏で比較する（表7）。業種による異質性の分析においては、デジタル

利用と満足度の関係に影響を与えそうな2つの業種区分を設定している。1つは、Calvino et al.

（2018）が確立したデジタル集約度によるデジタル業種分類法である。そこでは、業種分類

（NACE、2桁）が4つのカテゴリーに分けられる（デジタル集約度の高い業種、デジタル集約度

の少し高い業種、デジタル集約度の少し低い業種、デジタル集約度の低い業種）。2つ目に使用

するのは、Dosi et al.（2021）による概念的区分である。これは、新技術を創出する上流部門と、

主にそれを導入する下流部門とに分ける方法である。 

 

意外性のない結果として、両国ともデジタル格差の最大の要因は、（主観的な）デジタルスキル

不足に関連している（ただし、ここでもフランスの方がその効果は強い）。自身にデジタルスキ

ルがあると考える人はデジタル利用により職務満足度が有意に上昇するが、そうでない人は満足

度が低下する。 

 

これ以外の個人間の異質性要因については、両国でパターンが異なる。日本においては、教育レ

ベルによるデジタル格差が一番重大であるが、フランスでは有意性がない。高学歴の労働者はデ

ジタル利用が満足度の上昇につながらないが、それを除けば教育レベルが上がるほど、デジタル

利用が職務満足度に正の影響を及ぼす。同様に、高スキル労働者（職業による定義）の場合、フ

ランスではデジタル利用が職務満足度をわずかに上昇させるが、日本ではそうならない。業種に

関しては、日仏で明らかに異なるパターンが見られる。フランスでは、上流部門で働いているこ

とがデジタル利用と職務満足度との間に正の関係をもたらすが、日本では違いがない。一方、日

本ではデジタル集約度の高い業種で働いていることが正の関係をもたらし、デジタル集約度の低

い業界で働いていることが負の関係をもたらす。フランスでは、業種のデジタル集約度による関

係性への影響は見られない。 
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図3 日仏における職務満足度の決定要因（関係2.1、関係2.2-関係3.1）。出典：2011年のPIAACデータ。フランス

の被雇用者（4,095名）と日本の被雇用者（3,717名）。デジタル利用の指標に対する回帰分析（OLS）。媒介分析

の限界効果（および95%信頼区間）を報告。***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05, + p < 0.1 

 

 

最後に、契約の種類（無期雇用契約／短期雇用契約）については、意外なことにそれ自体にも職

務満足度に対する有意な効果がなく（付録の図4）、デジタル利用との交互作用でも効果が見ら

れない（表7）。欧州を背景とした先行研究では、安定性およびキャリア展望と職務満足度との

結び付きが強調されていた（Bustillo et al., 2011; Clark, 2015; Eurofound, 2017b）。にもかかわらず、

契約の種類（無期雇用契約／短期雇用契約）は、安定性およびキャリア展望との強い関連を示し

ていない。言い換えれば、安定性および展望は無期雇用契約を結んでいるという事実によって感

じられるものではないのである。日本の場合、職務満足度と正規雇用との間に正の関係があるこ

とを強調した先行研究がいくつかある（Matsuki & Nakamura, 2018）。しかし、この契約の種類は、

労働者の正規／非正規の雇用形態を反映したものではない（Kambayashi & Kato, 2012）。したが

って、この「契約の種類」変数は、職の安定性やキャリア展望の尺度として十分でないと考えら

れ、関係性の不在を説明できる。 
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表7 日仏の職務満足度に対するデジタル利用の直接関係（関係2.1および関係3.1）－労働者のサブカテゴリー別。

出典：2011年のPIAACデータ。職務満足度の指標に対する回帰分析（OLS）。限界効果を報告。 

 M1_full M1_fr M1_jp 

 b/se b/se b/se 

従属変数－満足度の指標（スキル不足による交互作用）    

日本 – 0.071***   

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：デジタル利用のスキル不足） – 0.022** – 0.048** – 0.013* 

 (0.007) (0.016) (0.006) 

デジタル利用の適正スキルあり #デジタル利用の指標 0.028*** 0.050** 0.027*** 

 (0.007) (0.016) (0.006) 

従属変数－満足度の指標（性別による交互作用）    

日本 – 0.074***   

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：男性） 0.009 0.001 0.013 

 (0.010) (0.014) (0.014) 

女性 #デジタル利用の指標 – 0.024 – 0.009 – 0.018 

 (0.016) (0.007) (0.025) 

従属変数－満足度の指標（教育レベルによる交互作用）    

日本 – 0.072***   

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：前期中等教育以下） – 0.053*** – 0.027 – 0.066** 

 (0.010) (0.032) (0.024) 

後期中等教育 #デジタル利用の指標 0.054*** 0.025 0.076** 

 (0.015) (0.028) (0.028) 

専門職学位または学士レベルの高等教育 #デジタル利用の指標 0.062*** 0.039 0.079** 

 (0.014) (0.036) (0.027) 

修士レベル以上の高等教育 #デジタル利用の指標 0.062 – 0.006 0.111 

 (0.065) (0.051) (0.100) 

従属変数－満足度の指標（職業による交互作用）    

日本 – 0.073***   

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：中スキル） – 0.002 – 0.016 0.007 

 (0.012) (0.015) (0.013) 

高スキル #デジタル利用の指標 0.008 0.031 + 0.000 

 (0.009) (0.018) (0.014) 

低スキル #デジタル利用の指標 – 0.008 – 0.007 – 0.003 

 (0.025) (0.026) (0.031) 

従属変数－満足度の指標（業種による交互作用－Calvino et al., 2018） 

日本 – 0.073***   

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：デジタル集約度の高い業種） 0.022 + 0.009 0.031* 

 (0.012) (0.011) (0.013) 
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表7（続き）    

 M1_full b/se M1_fr b/se M1_jp b/se 

デジタル集約度の低い業種 #デジタル利用の指標 – 0.028*** 0.002 – 0.041*** 

 (0.007) (0.020) (0.010) 

デジタル集約度の少し高い業種 #デジタル利用の指標 – 0.025 – 0.022*  – 0.025 

 (0.015) (0.009) (0.020) 

デジタル集約度の少し低い業種 #デジタル利用の指標 – 0.014 – 0.002 – 0.021 

 (0.016) (0.027) (0.029) 

従属変数－満足度の指標（業種による交互作用－Dosi et al., 2021） 

日本 – 0.074***    

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：下流部門） – 0.001 – 0.003 0.006 

 (0.006) (0.013) (0.008) 

上流部門 #デジタル利用の指標 0.027** 0.044*** 0.014 

従属変数－満足度の指標（契約の種類による交互作用） (0.010) (0.012) (0.013) 

日本 – 0.073***    

 (0.003)   

デジタル利用の指標（基準：有期雇用契約） – 0.002 – 0.015 0.008 

 (0.014) (0.018) (0.018) 

無期雇用契約 #デジタル利用の指標 0.002 0.013 – 0.002 

 (0.013) (0.028) (0.021) 

統制 

性別、企業規模、賃金、職業レベル、契約の種類、教育レベル、業種、年齢、家族構成、健康水準 

観測数 6386 3281 3105 

カッコ内の標準誤差：+ p < 0.10, *p < 0.05, **p < 0.01, ***p < 0.001 

 

 

これらの結果は、国内における差（特性の異なる労働者間の差）を検討したものであり、先に明

らかになっていた日仏のパターンの類似性を相対化する役割を果たす。この点から、デジタル利

用が業務構成変数を介して職務満足度に及ぼす間接的な影響をより深く理解するためには、各国

内および国家間における差をさらに体系的に共同で調査することが必要である。 

 

 

4.5 分析の限界と頑健性 

 

本研究には、強調せねばならない複数の限界がある。まず、先述のように、データの横断的な側

面は、因果関係の特定を不可能にする1つの限界である。統計学的手法によって関係を明確化し、

多数の変数を用いて複数の交絡の問題を避けることができたとしても、本研究で立証されるのは

相関および関連のみである。それでも、いくつかの側面については他よりも頑健と見なすことが

できる。第2章に示した理論フレームワークおよび諸文献は、一部の結果に関する頑健性の初期

評価に役立つ。特に業務構成活動とデジタル利用の関係性（関係2.2）には、逆の因果関係の問

題が存在する。業務構成が技術の創出・導入を決めるとする研究もあれば、技術導入が仕事の現

場に与えるインパクトとして先行性がある（適応的な業務構成）とする研究もあり、文献の結果

からはまだ結論が出せない。さらに、技術導入と業務構成は相互に決まるとする研究もある。デ
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ータの構造以上に、概念フレームワーク自体も限界としてある。対照的に、他の関係性はもっと

はっきりしている。関係1.1は、デジタル利用の構造的（社会経済的、背景的）な決定要因に着

目しており、逆の因果関係を支持するのは難しい。同様に、職務満足度がデジタル利用や業務構

成活動を決定すると主張することも難しいように思われる。もし何らかの役割を果たすにしても、

非常に限定的なものであろう。本研究で最初に概念フレームワークを掲げ、そこから技術と職務

状態の関係性を洞察することが可能になっているのは、こうした理由からである。 

 

それでもやはり、結果の頑健性を評価するため、一連の統計的検定を実施した。使用した変数は、

当初の順序変数を指標に変換したものである。最大限の分散を維持することの方が適合性が高い

ように思えても、一部の研究ではダミー化された変数を使うことを好む。これは、主に結果の提

示の観点から、解釈がより明快になることが一番の理由である。質の良い評価というのは、デー

タ処理の方法に関係なく比較的類似した結果を得るものである。結果が発散するということは、

当初の変数の分布が非常に特殊という事実をおそらく裏付けている。ダミー変数（デジタル利用、

職務満足度、業務構成）を使用した結果同士は、当然のことながら非常に似通ったものになる。

しかし、順序変数からバイナリ変数への処理に使われる閾値に応じて、これらの結果は有意性の

面でわずかに異なるのである。本研究が指標処理を用いてすべての分散を維持し、ダミー化の恣

意的な閾値を避ける理由は、この後者の側面による。 

 

相互決定の問題に対しては、デジタル利用変数の操作変数化を試みた。これに関しては、PIAAC

データにおける変数の豊富さが実に有利なのだが、残念ながら良い操作変数は見つからなかった。

良い操作変数は、適合性があり、予測力に優れ、精度が高く、外生的（他の交絡変数に対してだ

けでなく、操作変数に対しても）、独立（結果変数から）でなければならない。操作変数化を試

みる方法としては、PIAACで測定された読解力と数的思考力のスキルを使用する戦略が1つ、も

う1つは（比較的）外生的で時間不変性の社会経済的変数（年齢、教育レベル、職業－2桁の

ISCO中分類）をいくつか使用する戦略である。1つ目の戦略は、予測力が十分でなかったこと、

またそれよりも操作変数が結果変数（業務構成活動および職務満足度）から独立でないことが問

題であった。2つ目の戦略は、真の操作変数から構成されるものでないにしろ、1つ目よりは満足

のいくものである。年齢、教育レベル、職業中分類は、デジタル利用指標の分散を約54%説明し、

満足度指標は2%しか説明しない。この操作変数戦略からは、ベースライン結果と非常に似通っ

た結果が得られており、分析の頑健性を裏付けている（詳細は付録の表9を参照）。 

 

 

5. 考察と結論 

 

本稿では、2010年代初頭においてデジタル利用が職務の質の諸側面に及ぼした多様な影響を、日

仏の業務構成と職務満足度を比較することによって分析してきた。 

 

本研究における大きな困難として、デジタル利用と職務の質とを結び付ける統一モデルの不在が

挙げられる。難しいのは、直接効果と間接効果（媒介因子）でつながっている分析レベルの違う

同時並行的な関係を研究することである。デジタル利用と職務満足度との関係を検定できるよう

にするため、本稿では目的とする種々の関係を統合的に扱う簡易的な媒介モデルを採用している。

PIAAC 2013を基にした本研究の結果は、次のようにまとめることができる。 
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まず第一に、フランスと日本では業務構成と職務満足度に違いがあるにもかかわらず、意外なこ

とにデジタル利用が業務構成活動および職務満足度に及ぼす影響については全体として両国に大

きな違いは見られなかった。 

 

第二に、より細かく見ていくと日仏の労働者では仕事の構造に違いがあるが、結果としては全体

的に似通っている。総じて、デジタル利用から職務満足度への直接効果は見られない。しかしな

がら、デジタル利用は業務構成形態（主に自律性・自由度、学習）と結び付き、その上で職務満

足度に正の間接効果を与えている。 

 

第三に、デジタル利用から職務満足度への直接効果が見られない原因は、デジタル利用の負の効

果（技術との緊張関係）と、それを相殺する正の効果（適正デジタルスキル保持者がもたらす）

に分解できる可能性がある。このメカニズムは、日仏の国内における不均衡の源になっている。

言い換えると、デジタル格差の一番大きな要因は、両国ともデジタルスキル不足に関連している

のである。 

 

そして第四の大きな結果が示すに、個人間の異質性を生み出す要因は他にもあり、それは日仏で

異なるパターンを呈する。 

 

日本の場合、教育レベルによるデジタル格差も見られるが、これはデジタルスキルの有無とはわ

ずかしか相関がない。フランスの場合、他のデジタル格差要因は業種間の違いに関連しており、

やや重要度は低いが職業の違いにも関連している。 

 

ここからわかるように、国内における差（特性の異なる労働者間の差）を見ていくと、最初のモ

デルで明らかになった日仏間の類似パターンが相対化される。このことは、デジタル利用が職務

の質に及ぼす影響について、各国内および国家間の制度的な違いをより体系的に共同で調査する

ことを促すものである。 

 

本稿の限界についても述べておく価値がある。これは、さらなる調査の出発点になるかもしれな

い。ここでは、大きく2点に絞る。第一に、日本とフランスの比較は両国の違いから興味深いも

のではあるが、他の国でも同様に見られるような一般的なパターンを説明できると考えるのは難

しい。したがって、デジタル利用が職務の質に及ぼす影響をより深く理解するためには、国際的

な比較を拡大する必要がある。第二に、本稿で扱ったデータは2010年代初頭のものであるため、

本研究成果はどちらかというと職場におけるデジタル技術導入の第一波の影響を扱った過去に関

する調査という見方ができる。つまり、直近の関係性を分析するためには、さらなる別の調査が

必要なのである。中でも、本研究で日仏に見られた収束的な違いについて、特にテレワークの普

及を背景に、近年変化があったのかどうかを分析することは興味深い。 

 

最後になるが、今回の過去分析は、新型コロナパンデミック後の猛烈な業務デジタル化を映すも

のである。2010年代と2020年代のデジタル化傾向比較は関心を集める分野である。パンデミック

により、テレワークや在宅勤務形態の利用が大幅に進み、多くの研究が行われることとなった。

最新の文献では、テレワークが職務の質に及ぼす影響について意見が分かれている（Mofakhami 

et al., 2024）。テレワークにより職務の裁量や自律性、満足度が高まるとする研究もあれば、反
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対に、不規則な勤務時間や業務密度、孤独感の増加といった労働者の健康とウェルビーイングに

悪影響を与えるマイナス面の可能性を指摘する研究もある。したがって、職務の質を理解する際

にデジタル利用と業務構成を統合することの重要性を主張する本研究の全体フレームワークは、

現在進行している業務プロセスのデジタル化を理解する上で適切なものだと思われる。 

 

 

付録 

 

図4、表8および表9を参照 

 

 

 
 

図4 日仏の職務満足度に対するデジタル利用および業務構成活動の直接関係（関係2.1および関係3.1）－完全回帰。

出典：2011年のPIAACデータ。フランスの被雇用者（4,095名）と日本の被雇用者（3,717名）。デジタル利用の

指標に対する回帰分析（OLS）。限界効果（および95%信頼区間）を報告。***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05, + p 

< 0.1 
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表8 作成した変数の一覧 

作成した変数 PIAACで使用されている変数 手法 変数の種類 

ICT利用の指標 仕事でインターネットを使用す

る頻度－Eメール（g_q05a） 

仕事でインターネットを使用す

る頻度－業務関連事項の理解促

進（g_q05c） 

仕事でインターネットを使用す

る頻度－表計算ソフト

（g_q05e） 

仕事でインターネットを使用す

る頻度－ワープロソフト

（g_q05f） 

(1) すべての順序変数を0（最も低い

部類）から1（最も高い部類）の間

で標準化する。 (2) 相関（PCA、ピ

アソン相関、クロンバックのアル

ファ）を検証する。 (3) 標準化した

全変数の平均をとって指標を作成

する。 

連続変数（0～1） 

満足度の指標 現在の仕事に対する満足度

（d_q14） 

(1) 順序変数を0（最も低い部類）か

ら1（最も高い部類）の間で標準化

する。 

連続変数（0～1） 

自律性・自由度指標 裁量：仕事のペース（d_q11a） 

裁量：仕事のやり方（d_q11b） 

裁量：仕事のスピード

（d_q11c） 

裁量：勤務時間（d_q11d） 

(1) すべての順序変数を0（最も低い

部類）から1（最も高い部類）の間

で標準化する。 (2) 相関（PCA、ピ

アソン相関、クロンバックのアル

ファ）を検証する。 (3) 標準化した

全変数の平均をとって指標を作成

する。 

連続変数（0～1） 

 

業務の計画（スコア） 自分の業務を計画（f_q03a） (1) 順序変数を0（最も低い部類）か

ら1（最も高い部類）の間で標準化

する。 

連続変数（0～1） 

学習指標（スコア） 同僚から学ぶ（d_q13b） 

実践で学ぶ（d_q13c） 

(1) すべての順序変数を0（最も低い

部類）から1（最も高い部類）の間

で標準化する。 (2) 相関（PCA、ピ

アソン相関、クロンバックのアル

ファ）を検証する。 (3) 標準化した

全変数の平均をとって指標を作成

する。 

連続変数（0～1） 

協力指標（スコア） 同僚と情報共有（f_q02a） 

同僚と協力している時間

（f_q01b） 

(1) すべての順序変数を0（最も低い

部類）から1（最も高い部類）の間

で標準化する。 (2) 相関（PCA、ピ

アソン相関、クロンバックのアル

ファ）を検証する。 (3) 標準化した

全変数の平均をとって指標を作成

する。 

連続変数（0～1） 

公式または非公式訓練

への参加（ダミー） 

公式または非公式訓練への参加

（fnfaet12） 

(1) 受講した被雇用者に関してダミ

ー変数を作成する。 

ダミー変数 

時間当たり純賃金指標 ボーナスを含む時間当たり純賃

金－購買力平価（単位：ドル）

（earnmthbonusppp） 

(1) 時間当たり純賃金を対数に変換

し、分布を正規化する。 (2) 最高値

を1、最低値を0として標準化され

た指標を作成する。 

連続変数（0～1） 
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表9 操作変数回帰の比較。出典：2011年のPIAACデータ。職務満足度の指標に対する回帰分析（OLSおよび

GMM）。限界効果を報告。 

 M1_full M1_full_IV M1_fr M1_fr_IV M1_jp M1_jp_IV 

 b/se b/se b/se b/se b/se b/se 

従属変数－満足度の指標       

日本（基準：フランス） – 0.073*** – 0.072***     

 (0.003) (0.005)     

デジタル利用の指標 – 0.007 – 0.027 – 0.001 – 0.024 – 0.003 – 0.015 

 (0.005) (0.019) (0.012) (0.024) (0.004) (0.024) 

訓練（基準：訓練なし） 0.000 0.002 – 0.008* – 0.006 0.003 0.004 

 (0.006) (0.005) (0.004) (0.007) (0.008) (0.007) 

自律性・自由度（指標） 0.083*** 0.094*** 0.106*** 0.114*** 0.075*** 0.085*** 

 (0.009) (0.013) (0.016) (0.015) (0.009) (0.017) 

学習活動（指標） 0.050*** 0.052*** 0.072*** 0.074*** 0.040** 0.041*** 

 (0.009) (0.009) (0.011) (0.012) (0.014) (0.012) 

仕事での協力（指標） 0.027*** 0.025** – 0.005 – 0.004 0.038*** 0.034** 

 (0.007) (0.009) (0.016) (0.013) (0.009) (0.012) 

統制 

性別、企業規模、賃金、職業レベル、契約の種類、教育レベル、業種、年齢、家族構成、健康水準 

観測数 6386 6386 3281 3281 3105 3105 

カッコ内の標準誤差：+ p < 0.10, * p < 0.05, ** p < 0.01, *** p < 0.001 
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